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第
二
十
条
の
表
水
防
活
動
用
気
象
警
報
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

水
防
活
動
用
津
波
注
意
報

水
防
活
動
用
津
波
警
報

津
波
注
意
報

津
波
警
報

別
表
第
四
愛
知
県
の
項
及
び
別
表
第
五
愛
知
県
の
項
中
「
あ
ま
市
」
の
下
に
「
、
長
久
手
市
」
を
加
え
る
。

平成™š年˜™月™�日 月曜日 (号外第™Ÿ—号)官 報

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
七
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
第
四
愛
知
県
の
項
及
び
別
表
第

五
愛
知
県
の
項
の
改
正
規
定
は
、
平
成
二
十
四
年
一
月
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
国
土
交
通
省
告
示
第
千
三
百
十
七
号

宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令
（
平
成
二
十
三
年
内

閣

府

国
土
交
通
省
令
第
七
号
）
の
施
行
に
伴

い
、
並
び
に
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
規
程
（
平
成
二
十
三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
九
百
九
十
八
号
）
第
十
六
条
の
規

定
に
基
づ
き
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
務
処
理
準
則
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
六
日

国
土
交
通
大
臣

前
田

武
志

賃
貸
住
宅
管
理
業
務
処
理
準
則
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

賃
貸
住
宅
管
理
業
務
処
理
準
則
（
平
成
二
十
三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
九
百
九
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
八
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
七
号
、
第
八
号
及
び
第
十
号
か
ら
第
十
二
号
」
を
「
第
八
号
、
第
九
号
及
び
第
十
一

号
か
ら
第
十
三
号
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
気
象
庁
告
示
第
十
六
号

気
象
業
務
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
運
輸
省
令
第
百
一
号
）
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
気
象
業

務
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
七
十
一
号
）
第
六
条
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
、
気
象
庁
予
報
警
報
規
程

（
昭
和
二
十
八
年
運
輸
省
告
示
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
十
六
日

気
象
庁
長
官

羽
鳥

光
彦

™—Ÿ
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